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システム
（製品）
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家

都市のエネルギー

ガリウム

誘電体

パワーデバイス

半導体

コンデンサ

インジウム

鉄道

ＬＥＤ
断熱材

医療

社会

デバイス

材料

超スマート社会

自動車リアライズ
社会における実
使用のための技
術

マテリアライズ
新物質を使える材料
にする技術

イノベーション
要素

社会的課題把握

システム定義

材料機能への帰納

個別の材料設計への
アプローチ

■システム工学者や物質・材料研究者等が結集し議論する場を
構築し、未来社会の課題解決にむけた新たな材料開発を展開。

■また、物質材料研究機構の情報統合型物質・材料研究拠点と
連携することにより、系統的なデータ取得・蓄積を図りシステ
ム・プロセス情報と物質・材料情報を統合。

■分野連携によるチーム（３～４程度）を公募。中心機関を設置し、
各研究課題における取組のPDCAサイクルを適時確認すると
共に、これらの取組を横展開。
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情報科学 材料科学

システム
工学

一体的に
推進

ネットワーク
構築方法

●「社会変革が期待される革新材料とそのシステム化のパッ
ケージ 群」を、産学の対話等を通じ、以下の観点から特定

・将来社会におけるインパクトが大きい

・材料等要素技術の革新に対して、「システム化」志向の一
貫した研究の効果が大きい

●中心機関には、これに加え、データを活用した研究に係る総
合的な知見や各機関との連携をコーディネートするための材
料開発に関する総合的な知見を要求。

●申請の中から中心機関及び研究チームを採択。PD・POを置
き研究チーム間のネットワーク形成を推進。

NIMS
情報統合型物質・材
料研究拠点（MI2I)

情報科学×材料科学の基礎・基盤を整備

データの生
成・系統化等

プラットフォーム
の提供

中心機関 チームＢチームＡ

【革新材料とシステム化のパッケージ】

IoT社会等の未来社会を切り拓くため、特定の材料機能の高度化のみを目指すのではなく物質・材料研究によるフォ
アキャスティングと未来社会からのバックキャスティングの融合・循環を統合的に行う場を構築し、未来社会を確実に
変革する新たな材料開発を推進することが必要。
本プロジェクトにおいて、「システム工学」やＡＩ等の「情報科学」を活用し材料開発に変革をもたらすと共に、これらの
取組を展開し、研究者の新たな意識を醸成することを目指す。

統合型材料開発プロジェクト
背 景

具体的な推進体制
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各施策の連携について

未来社会を確実に切り開く革新材料を開発
研究者の新たな意識の醸成

統合型材料開発プロジェクト

中核機関
（大学等研究機関）

・連携機関との調整
・進捗管理や出口戦略等のマネジメント

プログラム全体
の管理・指示

研究チームＡ
（大学等研究機関）

連携各機関の取組を共有化

研究チームＢ
（大学等研究機関）

連携

IoT社会等に対応した未来を切り開く材料開発を実施。システム工

学と情報科学を融合し、未来社会に向けた新しいコンセプトを提示。

※未来社会を切り開く「システム×革新材料」の組み合わせを採択

連携

文部科学省

• ＰＤ・ＰＯの任命
• プログラム全体の進捗管理
• 関係省庁との連携
• 中核機関等への指導、監督

AIP：人工知能/ビッグデータ/
IoT/サイバーセキュリティ統合

プロジェクト 等

NIMS イノベーションハブ

・産業界の物質・材料研究開発課題に対して、有効なソリューション

を短期間で開発・提供。

・劇的な変革をもたらす新物質探索・設計パッケージに必要なツー

ル群を人工知能の基礎技術等を活用しながら開発。

・使えるデータベースを整備、上記ツール群を加え、国の知的資産

として新たな研究開発手法の基盤（データプラットフォーム）を構築。

※H27年度からイノベハブとして実施（JST事業）

内閣府、経産省 等

マテリアルズ・インフォマティクス関連施策

材料開発に人工知能等
の情報科学技術を積極的に

取り込み

社会

物質

要素材料

システム化

連携

マテリアルズ・インフォマティクスをより上位階層へ展開
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事前評価票 

 

（平成２７年８月現在） 

１．課題名 統合型材料開発プロジェクト（新規） 

２．開発・事業期間 平成２８年度～平成３２年度 

３．課題概要 

材料分野は我が国の強みであるが、産業界・アカデミアにおいて要素技術が局所最適に留まり、全体

最適として有効な社会実装につながらない例は数多い。 

IoT 社会等の未来社会を切り拓くため、特定の材料機能の高度化のみを目指すのではなく物質・材料研

究によるフォアキャスティングと未来社会からのバックキャスティングの融合・循環を統合的に行う場

を構築し、未来社会を確実に変革する新たな材料開発を推進することが必要。 

本事業では、将来社会におけるインパクトが大きく、材料等要素技術の革新に対して、「システム化」

志向の一貫した研究の効果が大きい「革新材料とそのシステム化のパッケージ群」を提案する分野融合

のチーム（３～４程度）を公募・採択する。研究チームは、例えば、「システム科学/工学者」、「情報科

学/工学者」、「材料科学/工学者」等により編成し、材料科学からシステム化までの循環型の材料開発を

実施する。また、中心機関を設置し、データを活用した研究に係る知見の横展開や、各機関との連携の

コーディネートを実施する。 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

 「第五期科学技術基本計画に向けた中間とりまとめ（平成２７年５月）」において、「我が国が国際競

争力を強化し持続的な発展を実現していくためには、新しいことに果敢に挑戦し、新たな価値を積極的

に生み出していくことが一層重要」であり、未来の産業創造と社会変革に向けた取組として、「社会の

様々なニーズにきめ細やかに、かつ、効率良く対応できる「超スマート社会」とも言うべき未来の産業・

社会が到来する」中で、「新たな社会においては、個別の製品や要素技術のみならず、これらが有する

個々の機能を組み合わせ、一つの統合体として機能させる「システム化」によって、新たな価値が生み

出される」とされている。 

本事業では、大学、独法等の研究機関が、社会課題に対する材料研究の寄与を明らかにするシステム

工学的手法を材料開発へ取り込むことで、従来の個別最適型研究とは異なり、全体最適化を自律的に行

う材料研究開発を推進するものであり、未来社会を切り開く新しい「材料×システム」のコンセプト（技

術シーズ）を提示することを目標としている。 

加えて、本事業を通じ、産学において未来の材料開発を担う研究者等の材料開発に対する新たな意識

醸成も企図しており、係る観点から、我が国の将来の材料開発手法の革新を図るものとして、国が支援

する必要があるものと考えられる。  

その推進にあたっては、材料研究にシステム工学の視点を取り入れ、アカデミアが考える新たな将来

技術の提案と実現を目指す仕組みを構築することで、各研究分野・研究者間のネットワークを強化する

と共に、サイエンスとエンジニアリングのより良い関係を築き、国のプロジェクト発の科学技術国家戦
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略の指針作りなど波及効果も含めて、拡がりのあるプロジェクトを目指すことが必要。 

評価項目： 

・科学的・技術的意義（革新性、先導性、発展性等） 

・国費を用いた研究開発としての意義（国や社会のニーズへの適合性、国の関与の必要性） 

評価基準 

・事業における目標設定が革新的、先導的なものであるか 

 ・国が実施する他の施策等との連携が図られているか 

（２）有効性 

 本事業の中で、システム工学者や材料科学者、情報工学者等のチームによる未来社会における使わ  

れ方を想定した材料開発の実施例及び成果を横展開することで、産業界、アカデミア双方における 

① システム科学/工学およびデータ科学/工学等と、材料研究を融合した新しい方法論(知)の創出 

② 効率・効果的な研究開発体制のありかた 

③ 大学等の研究機関における研究者の新たな意識の醸成 

 等についての新たな潮流が創出されるものと期待される。各研究チームにおいては、PD/PO 及び中心

機関と連携しつつ、材料研究とシステム科学/工学の一体的な取組みを通じ、研究課題の設定に関する

評価と改善(PDCA の特に CA)を適宜行いながら研究開発を推進することが重要。 

 評価項目： 

・新しい知の創出への貢献、研究開発の質の向上への貢献 

 ・社会実装に至る全段階を通じた取組 

 評価基準： 

 ・事業の研究成果が革新的なものであるか、先導的な研究体制となっているか 

 ・事業における課題設定は、未来社会を見据えたものとなっているか 

（３）効率性 

  システム科学/工学者とデータ科学 /工学者、材料科学者間の連携により、システム・デバイスレベル

での有望性を踏まえた適切な課題設定がなされているか、適宜、PD/PO 及び中心機関が評価をし、必要に

応じて研究課題を抜本的に見直す 等、新陳代謝性を備えた研究開発プロジェクトとすることが重要。 

 評価項目： 

・計画・実施体制の妥当性 

 評価基準： 

・研究実施上、適切な体制が組まれているか 

５．総合評価 

積極的に推進するべき課題と判断する。 

また、有効性、効率性についても、現段階での計画として検討されているものと判断する。

一方で、今後の材料開発のあり方を革新する全く新しい取組となるため、適切な研究領域設定

や研究体制の組み方の詳細については、実施に向け十分な制度設計が必要。また、本事業にお

いて生成されるデータ等については物質・材料研究機構の情報統合型物質・材料研究拠点と連

携しつつ、適切な取り扱いの検討が必要。中間評価については事業開始から３年目をめどに、

事後評価については事業終了後に実施することとする。 

 


